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第１６回 関東防災連絡会 

【議事要旨】 

 
１．日時  

令和７年２月２７日（木） １６：００から１７：００ 
 
２．場所 

さいたま新都心合同庁舎２号館１４階 災害対策本部室（対面 WEB 併用）  
 
３．出席者 

   添付「出席者名簿」のとおり 
 

４．議事次第 

別紙 議事次第のとおり  
 
５．開会挨拶（会長：関東地方整備局 局長） 

関東防災連絡会は、平成 23 年に発生した東日本大震災を契機に、防災関係機関が
連携して災害対応を行い、効果的に対策を推進することを目的として設立された。設
立当初は 34 機関、その後、順次参加機関が増え 58 機関となり、今年度、新たに防
衛省南関東防衛局が参加し、59 機関となる。今後より一層、皆様方と災害対応力の
向上をはかっていきたい。 

今年度は、全国各地で様々な災害が発生し、関東地方整備局管内においては、台風
接近に伴う事前からの対応、台風第 10 号では土砂災害が発生し応急復旧を実施。ま
た、記録的短時間大雨情報も多く発表され、対応を行った。 

昨年 8 月には、日向灘地震の発生に伴い、初めて南海トラフ地震臨時情報（巨大地
震注意）が発表され、先月も南海トラフ地震臨時情報（調査中）が発表された。 

また、現在は降雪の時期であり、特に関東北部において、降雪の対応が続いている。
昨年と比較すると、南岸低気圧の影響も少なく、首都圏では予防的通行止めの実施に
は至っていない。 

今年度は、南海トラフ地震臨時情報が初めて発表されたことにより、大地震の切迫
性を自分事として感じられたのではないかと思う。これを受け、昨年 11 月の第 31 回
担当者会議において、気象庁東京管区気象台より令和６年８月８日南海トラフ地震
臨時情報の発表ついてご説明いただいた。そして、先月の第 32 回担当者会議におい
ては、内閣府の防災担当者より南海トラフ地震臨時情報に関する対応や、南海トラフ
地震、首都直下地震の被害想定・対策の見直しについてご講演をいただき、知見を深
めることができた。 

政府の動きとしては、防災庁の設置に向けて、先月、第１回防災庁設置準備アドバ
イザー会議が開催され、強化すべき防災施策の方向性や必要な組織体制の在り方に
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ついて議論がなされ、今月 17 日の第２回防災庁設置準備アドバイザー会議では、災
害対応における官⺠連携の取組について議論がなされた。 

このように、新しい取組が進められている中で、日頃からの関係機関の連携強化、
災害への備えを進めることが今後益々重要となる。引き続き、協力をお願いしたい。 

 
６．議題 

（１）関東防災連絡会運営要領の改定 

防衛省 南関東防衛局の新たな加入による関東防災連絡会運営要領の改定につい
て事務局が資料１にて説明し、出席者の賛同において承認 

 
【防衛省南関東防衛局】 

南関東防衛局は、全国に８機関ある防衛省地方支分部局の１機関として、地方にお
ける防衛行政全般を担っている。神奈川県、山梨県、静岡県を管轄しており、在日米
軍、自衛隊と地域住⺠や地方自治体との懸け橋として、自衛隊、米軍施設の建設、装
備品の調達に関する業務等を行っている。今後 30 年以内に、首都直下地震及び南海
トラフ地震等、大規模な災害の発生が想定されている。災害が発生した際、関係機関
と連携した対応を効果的に推進できるよう、情報共有を図ることが重要だと考えて
いる。日頃からの意思疎通の機会として、関東防災連絡会に参加させていただきたい
と考えていた。 

今後は、関東防災連絡会を通して、関係機関と情報共有や連携強化に向けて取り組
んでいきたい。 

 
（２）令和６年度の取組報告 

資料２により、令和６年度の取組内容について事務局が説明 
 

（３）令和７年度の取組方針 

資料３により、令和７年度の取組方針について事務局が説明し、出席者の賛同にお
いて承認 

 

７．各機関からの情報提供 

（１）気象庁 東京管区気象台からの情報提供 

資料４により、防災気象情報の改善について、気象庁東京管区気象台より共有 
 

（２）海上保安庁 第三管区海上保安本部からの情報提供 

資料５により、巡視船を活用した４機関合同給水支援訓練実施結果について、海上
保安庁第三管区海上保安本部より共有 

 
（３）国土交通省 関東地方整備局からの情報提供 

資料６により、令和６年度における災害対応について、国土交通省関東地方整備局
より共有 
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（４）国土交通省 関東運輸局からの情報提供 

資料７により、運輸防災セミナーの開催、平時からの市町村・運輸事業者間の協定
締結促進について、国土交通省関東運輸局より共有 

 
８．閉会挨拶（副会長：関東運輸局 局長） 

令和６年能登半島地震により、甚大な被害が発生し、令和６年 9 月能登半島豪雨に
より再度被害に見舞われた。被災された方々に心よりお見舞いを申し上げると共に、
被災支援にあたられた関係者の皆様のご尽力に深く敬意を表したい。 

令和６年能登半島地震の被災経験から得られた教訓として、災害時の緊急物資輸
送を円滑に行うためには、平時から⺠間物流事業者と自治体が協定を締結すること
が非常に重要な取組となる。関東運輸局の 2025 年の重要課題の 1 つとして、連携協
定 100％を目指し、取組んでいきたい。 

また、災害対応において、国、都道府県、市町村が、それぞれの役割を果たした上
で、連携強化をはかり、ワンチームとして災害に臨む関係・環境を構築しておくこと
が求められる。平時からの備えとして、訓練や顔の見える関係を構築しておくことが
重要である。 

関東防災連絡会が顔の見える関係を構築する場となり、効果的な防災対策を行う
ことにより国⺠の生命、財産の保護に繋がるよう、引き続き、連携強化の協力をお願
いしたい。 

 
以 上 



委員

役職

1 警察庁　関東管区警察局 関東管区警察局長 対面（代理）

2 総務省　関東総合通信局 関東総合通信局長 WEB

3 財務省　関東財務局 関東財務局長 対面（代理）

4 農林水産省　関東農政局 関東農政局長 WEB（代理）

5 経済産業省　関東経済産業局 関東経済産業局長 WEB（代理）

6 経済産業省 関東東北産業保安監督部 関東東北産業保安監督部長 対面

7 国土交通省　関東地方整備局 関東地方整備局長 対面

8 国土交通省　関東運輸局 関東運輸局長 対面

9 国土交通省　東京航空局 東京航空局長 対面（代理）

10 国土地理院　関東地方測量部 関東地方測量部長 WEB

11 気象庁　東京管区気象台 東京管区気象台長 対面

12 海上保安庁　第三管区海上保安本部 第三管区海上保安本部長 WEB

13 環境省　関東地方環境事務所 関東地方環境事務所長 WEB

14 陸上自衛隊　東部方面総監部  幕僚副長(防衛)(陸将補) WEB（代理）

15 防衛省　北関東防衛局 北関東防衛局長 WEB（代理）

16 防衛省　南関東防衛局 南関東防衛局長 対面（代理）

17 （独）　水資源機構 危機管理監 対面

18 （独）　都市再生機構 災害対応支援部長 WEB（代理）

19 （国研）　防災科学技術研究所 総合防災情報センター長 対面（代理）

20 東日本高速道路株式会社　関東支社  常務執行役員関東支社長 対面（代理）

21 中日本高速道路株式会社　東京支社  執行役員東京支社長 対面（代理）

22 中日本高速道路株式会社　八王子支社  執行役員八王子支社長 対面（代理）

23 首都高速道路株式会社 保全・交通部長 WEB

24 成田国際空港株式会社 オペレーションセンター部長 WEB

25 東日本旅客鉄道株式会社 執行役員安全企画部長 対面（代理）

26 東海旅客鉄道株式会社  執行役員安全対策部長 対面（代理）

27 日本貨物鉄道株式会社  経営統括本部総務部危機管理Ｇ　ＧＬ WEB

28 （一社）　日本民営鉄道協会 常務理事 対面

29 関東地区バス保安対策協議会 議長 対面

30 関東地区ハイヤータクシー協議会 会長 WEB（代理）

31 （一社）　全国個人タクシー協会　関東支部 支部長 WEB（代理）

32 関東トラック協会 会長 WEB（代理）

33 関東旅客船協会 会長 WEB（代理）

34 関東倉庫協会連合会 会長 欠

35 東京電力ホールディングス株式会社 常務執行役 WEB（代理）

36 （一社）　日本ガス協会　関東中央部会 事務局長 欠

37 （一社）　日本コミュニティーガス協会　関東支部 事務局長 対面

38 関東液化石油ガス協議会 会長 WEB（代理）

39 全国石油商業組合連合会　関東支部 関東支部長 欠

40 東日本電信電話株式会社 ネットワーク事業推進本部　サービス運営部長 WEB（代理）

41 株式会社NTTドコモ サービスオペレーション部長 WEB

42 KDDI株式会社 エンジニアリング推進本部長 WEB（代理）

43 ソフトバンク株式会社 ネットワーク運用本部　本部長 対面（代理）

44 （一社） 日本建設業連合会　関東支部 支部長 WEB

45 関東沿海海運組合 理事長 WEB（代理）

46 茨城県 防災・危機管理部長 WEB（代理）

47 栃木県 危機管理防災局長 WEB（代理）

48 群馬県 危機管理監 WEB（代理）

49 埼玉県 危機管理防災部長 欠

50 千葉県 防災危機管理部長 WEB（代理）

51 東京都 総務局　総合防災部長 WEB（代理）

52 神奈川県  くらし安全防災局防災部長 欠

53 山梨県 防災局長 WEB（代理）

54 長野県  危機管理監兼危機管理部長 WEB（代理）

55 さいたま市 総務局　危機管理部長 WEB

56 千葉市 総合政策局危機管理部長 WEB

57 横浜市  総務局　危機管理室危機管理部長 WEB

58 川崎市 危機管理本部危機管理部長 対面

59 相模原市  危機管理局長（兼）危機管理監 WEB（代理）

■第１６回関東防災連絡会（令和７年２月２７日）　出席者名簿

№ 機関名 出欠

添付


